
カーボンニュートラル（CN)対応

2050年までのロードマップ 埼玉県産業振興公社作成

◼ CO2 100%削減には新たな生産技術や設計・材料変更といった根本的な改善が必要（長期的課題）
◼ 遅くとも2025年頃までに 以下に着手しないとサプライチェーンから外されるリスクがある

✓ 省エネへの取り組み ①エネルギー使用の見える化 ②専門家による省エネ診断
✓ 2050年に向けた実行計画策定

問い合わせ先
公益差財団法人埼玉県産業振興公社 新産業振興部 技術開発支援グループ
ＴＥＬ ０４８－７１１－６８７０ Ｅメール jidosha@saitama-j.or.jp


